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製造業・非製造業とも増加となり、 

全産業では 10.2%と３年連続で増加の計画 



Ⅰ 調査要領 

１．調査対象 

   新潟県に現に事業所を有するか、または今後当該地域への進出が予想される企業の 
うちで、原則として資本金１億円以上の民間法人企業。ただし、金融保険業などを除

く。 

 

２．調査方法 

   調査は対象企業へのアンケート調査票の送付により実施。 
設備投資額は工事ベースの金額。 

 

３．調査内容 

    今回は 2016・2017 年度の設備投資額（実績・計画）をアンケート調査。 

 2015 年度 2016 年度 2017 年度 

2016 年６月前回調査 実 績 計 画  

2017 年６月今回調査  実 績 計 画 

 

４．調査時期 

   2017 年６月 26 日を期日として実施。 

 

５．回収状況 

 全 国 新潟県 

本社所在企業数 

発送企業数 １０，２６３社 ３４４社

回答企業数 ６，０６８社 ２１７社

回 答 率 ５９．１％ ６３．１％

 

６．産業分類について 

原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 
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Ⅱ 調査結果の概要 

１．２０１６年度の設備投資実績 

概  況 2016 年度の設備投資実績は、製造業は 9.5％増、非製造業は 5.8％増と共に増加

となり、全産業では 7.1％増と 2 年連続の増加となった。但し、増加に関しては

電力分野の寄与度が大きく、電力分野を除く全産業では 3.8%減と 3 年連続での

減少となった。 

製 造 業 「輸送用機械」（23.9％減）、「一般機械」（38.7％減）、「化学」（6.5％減）などで

減少するものの、工場増築・設備更新投資等のあった「食品」（53.7％増）を中

心に、「紙・パルプ」（45.4％増）、「その他製造業」（26.5％増）などで増加し、

全体では 9.5％増となった。 

非製造業 「電力」（38.5％増）が牽引し、全体で 5.8%増となったが、物流施設新設が一

巡した「卸売・小売」（30.9％減）や、「建設」（45.7％減）、「その他非製造業」

（12.1％減）などで減少し、全体（除電力）では 17.3％減となった。 

 

２．２０１７年度の設備投資計画 

 概  況  

2017 年度の設備投資計画は、大宗の分野で旺盛な設備投資計画となった製造業（16.7％

増）に加え、非製造業（2.0％増）においても全般的に増加を見込み、全産業で 10.2％増

（除く電力 10.7％増）と、３年連続で増加の計画。 

 

 製造業  

工場新設投資等が一服する「その他製造業」（15.8％減）、「食品」（5.1％減）で減少す

るものの、積極的な生産能力増強を計画する「化学」（25.9％増）を筆頭に、「紙・パル

プ」（61.6％増）や「電気機械」（68.9％増）分野で増加するほか、大宗の分野で増加し、

全体で 16.7％増の計画。 

 

非製造業 

環境関連投資のある「サービス」（135.0％増）で大幅な増加となるほか、「運輸」（30.3％

増）や「通信・情報」（37.4％増）など大宗の分野で増加し、非製造業全体では 2.0％増

（除電力 3.1％増）の計画。 
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［新潟県設備投資増減率推移］ 

（単位：％）

計　画

2012 2013 2014 2015 2016 2017

(今回） (今回）

全 産 業 ▲ 23.2 1.5 ▲ 9.5 16.8 7.1 10.2

（除電力） ▲ 16.0 26.9 ▲ 7.6 ▲ 0.9 ▲ 3.8 10.7

製 造 業 ▲ 7.1 0.5 18.9 0.1 9.5 16.7

非 製 造 業 ▲ 27.2 1.7 ▲ 18.2 23.8 5.8 2.0

（除電力） ▲ 24.1 52.6 ▲ 28.0 ▲ 2.0 ▲ 17.3 3.1

［2012年度を100とした指数］ （2012=100）

計　画

2012 2013 2014 2015 2016 2017

(今回） (今回）

全 産 業 100.0 101.5 91.9 107.3 114.9

（除電力） 100.0 126.9 117.3 116.2 111.8 123.7

製 造 業 100.0 100.5 119.5 119.6 131.0 152.9

非 製 造 業 100.0 101.7 83.2 103.0 109.0

（除電力） 100.0 152.6 109.9 107.7 89.0 91.8

［参考］全国設備投資増減率推移 （単位：％）

計　画

2012 2013 2014 2015 2016 2017

(今回） (今回）

全 産 業 3.2 3.0 6.9 4.5 2.2 11.0

（除電力） 4.3 4.1 7.8 3.4 3.6 10.5

製 造 業 2.8 ▲ 2.5 5.0 8.3 5.1 14.3

非 製 造 業 3.4 5.9 7.9 2.7 0.8 8.9

（除電力） 5.3 8.5 9.5 0.5 2.7 8.1

実　績

実　績

実　績

10.2

16.7

2.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

2012 2013 2014 2015 2016 2017

%

年度

全産業 製造業 非製造業

(今回) (今回)
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Ⅲ ２０１６年度業種別設備投資動向 

 

 （単位：億円、％） 

 2015 年度実績 2016 年度実績 16/15 増減率 寄与度 

全 産 業 １，５２９ １，６３８ ７．１ ７．１

 （除電力） １，１３３ １，０８９ ▲３．８ ▲２．８

製 造 業 ５６９ ６２３ ９．５ ３．５

 食 品 １２８ １９６ ５３．７ ４．５

 紙 ・ パ ル プ ４３ ６２ ４５．４ １．３

 化 学 １８４ １７２ ▲６．５ ▲０．８

 非 鉄 金 属 １ １ ５４．５ ０．０

 一 般 機 械 ３９ ２４ ▲３８．７ ▲１．０

 電 気 機 械 ２５ １８ ▲３１．１ ▲０．５

 輸 送 用 機 械 ７７ ５９ ▲２３．９ ▲１．２

 そ の 他 製 造 業 ７２ ９２ ２６．５ １．３

非 製 造 業 ９５９ １，０１５ ５．８ ３．６

 （除電力） ５６３ ４６６ ▲１７．３ ▲６．４

 建 設 ４６ ２５ ▲４５．７ ▲１．４

 卸 売 ・ 小 売 １９７ １３６ ▲３０．９ ▲４．０

 不 動 産 １８ ９ ▲４８．４ ▲０．６

 運 輸 ５４ ５７ ４．６ ０．２

 電 力 ３９６ ５４９ ３８．５ １０．０

 ガ ス ６６ ７１ ８．１ ０．３

 通 信 ・ 情 報 ２７ １６ ▲４１．０ ▲０．７

 サ ー ビ ス １０ ２４ １３３．５ ０．９

 そ の 他 非 製 造 業 １４５ １２８ ▲１２．１ ▲１．２

(注) 寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度  
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【２０１６年度スカイライン表】 
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Ⅳ ２０１７年度業種別設備投資動向 

 

 （単位：億円、％） 

 2016 年度実績 2017 年度計画 17/16 増減率 寄与度 

全 産 業 １，１３１ １，２４６ １０．２ １０．２

 （除電力） １，１２１ １，２４１ １０．７ １０．６

製 造 業 ６２９ ７３４ １６．７ ９．３

 食 品 １４５ １３７ ▲５．１ ▲０．６

 紙 ・ パ ル プ ６５ １０４ ６１．６ ３．５

 化 学 ２０３ ２５６ ２５．９ ４．６

 非 鉄 金 属 １ ２ ８２．４ ０．１

 一 般 機 械 ３４ ４２ ２４．１ ０．７

 電 気 機 械 ２１ ３６ ６８．９ １．３

 輸 送 用 機 械 ６５ ７７ １７．７ １．０

 そ の 他 製 造 業 ９６ ８１ ▲１５．８ ▲１．３

非 製 造 業 ５０２ ５１２ ２．０ ０．９

 （除電力） ４９２ ５０７ ３．１ １．３

 建 設 ２５ ２４ ▲５．９ ▲０．１

 卸 売 ・ 小 売 １４２ １４５ １．９ ０．２

 不 動 産 ９ １７ ８０．７ ０．７

 運 輸 ６６ ８５ ３０．３ １．８

 電 力 １０ ５ ▲４９．４ ▲０．４

 ガ ス ７２ ７７ ６．０ ０．４

 通 信 ・ 情 報 ２３ ３１ ３７．４ ０．８

 サ ー ビ ス ２７ ６４ １３５．０ ３．２

 そ の 他 非 製 造 業 １２８ ６４ ▲４９．５ ▲５．６

(注) 寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度  
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【２０１７年度スカイライン表】 
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Ⅴ 新潟県投資企業の投資動機    

    

                    

（注）調査対象は資本金 10 億円以上の大企業で、新潟県に設備投資を実施・計画する全国

の企業 

【全産業】 
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21.2 

34.3 
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10.6 

8.0 

7.7 

8.4 

8.4 

35.5 

31.1 

14.3 

8.0 
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2017年度計画

2016年度実績

能力増強 新製品･製品高度化 合理化･省力化 研究開発 維持･補修 その他

63.0 
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14.9 

1.1 

1.3 

0.9 

1.8 

19.1 

17.7 

0.7 

0.7 
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2016年度実績

能力増強 新製品･製品高度化 合理化･省力化 研究開発 維持･補修 その他

【製造業】 

【非製造業】 
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Ⅵ 全国との比較 

 

 

（単位：億円、％）

2017年度計画 17/16増減率 寄与度 2017年度計画 17/16増減率 寄与度

1,246 10.2 10.2 198,757 11.0 11.0

1,241 10.7 10.6 191,595 10.5 10.2

734 16.7 9.3 78,167 14.3 5.5

食 品 137 ▲ 5.1 ▲ 0.6 6,340 24.6 0.7

紙 ・ パ ル プ 104 61.6 3.5 1,707 16.9 0.1

化 学 256 25.9 4.6 11,878 19.9 1.1

非 鉄 金 属 2 82.4 0.1 3,067 57.5 0.6

一 般 機 械 42 24.1 0.7 9,945 21.9 1.0

電 気 機 械 36 68.9 1.3 7,795 1.7 0.1

輸 送 用 機 械 77 17.7 1.0 17,148 7.1 0.6

そ の 他 製 造 業 81 ▲ 15.8 ▲ 1.3 20,287 11.9 1.2

512 2.0 0.9 120,590 8.9 5.5

507 3.1 1.3 113,429 8.1 4.7

建 設 24 ▲ 5.9 ▲ 0.1 5,383 ▲ 0.3 ▲ 0.0

卸 売 ・ 小 売 145 1.9 0.2 14,657 9.2 0.7

不 動 産 17 80.7 0.7 19,148 25.6 2.2

運 輸 85 30.3 1.8 31,851 12.9 2.0

電 力 5 ▲ 49.4 ▲ 0.4 7,162 24.2 0.8

ガ ス 77 6.0 0.4 4,041 8.8 0.2

通 信 ・ 情 報 31 37.4 0.8 23,360 2.3 0.3

サ ー ビ ス 64 135.0 3.2 5,499 6.5 0.2

その他非製造業 64 ▲ 49.5 ▲ 5.6 9,488 ▲ 13.5 ▲ 0.8

（注）寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度　

非 製 造 業

（除電力）

新潟県 全　　国

全 産 業

 （除電力）

製 造 業
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